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COVID-19関連法令 (十三)

COVID-19に関連した賃料減免の会計処理

T-IFRS

今年7月、金融監督管理委員会証券先物局は国際財務報

告基準 IFRS16の修正「COVID-19に関連した賃料減免」を

認可しました。国際財務報告基準を適用し、借手が

COVID-19に関連した賃料減免を受けた場合、会計処理上、

以下の実務上の便法を選択することができます。

1.適用要件

(1)COVID-19のパンデミックの直接の結果として貸手から

賃料減免を受けている。

(2)当該リースの改訂後の対価が、当該変更直前のリー

スの対価とほぼ同額か又はそれを下回る。

(3)賃料の減免対象が、2021年6月30日以前に当初の期

限が到来する支払に限定されること。

(4)当該リースの他の契約条件に実質的な変更がない。

2.当該修正では実務上の便法が提供され、特定条件を満

たす賃料の減免について、借手はリース条件の変更に

属すか否かを評価せず、賃料の変更額を純損益に認識

することを選択することができる。

3.賃料減免により賃料に変更が生じ、実務上の便法を適用

する場合、賃料の減免の影響を当該減免の契機となっ

た事象又は状況が生じた期間において純損益に認識す

る。

4.2020年6月1日以降に開始する年度報告期間から適用さ

れるが、早期適用も可能。

EAS

会計研究発展基金会は2020年9月29日付で(2020)基秘字

第367号通達を公布しました。企業会計準則(EAS)を適用

し、借手がCOVID-19に関連した賃料減免を受けた場合、

適用要件を満たすことを前提に、以下の実務上の便法の

適用を選択することができます。

1.適用要件

左記IFRSと同じ。

2.オペレーティング・リースの場合、減免後の金額で賃料を

認識することができる。 EAS20.15の費用平準化の規定

を適用する必要はない。

3.ファイナンス・リースにおいて、当該賃料の減免に他の条

件を付帯せずに貸手が減免に同意する場合、当初の割

引率でリース負債を再評価するとともに、その影響を純

損益で認識する必要がある。 (割引計算による影響が重

要ではない場合、割引計算をしないことも出来る。)

4.実務上の便法の適用を選択した借手は、財務諸表に関

連情報、報告期間に純損益を認識する項目及び金額を

開示する必要がある。

5.同通達は公布日から適用されるが、早期適用も認められ

る。
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